
山口市中山間地域等直接支払交付金交付要綱 

 

(目的) 

第 1 条 この要綱は、中山間地域等において、農業生産活動等を継続しながら荒廃

農地の発生を防止し多面的機能を確保するため、国が定める中山間地域等直接支

払交付金実施要領(平成 12 年 4 月 1 日付け 12 構改Ｂ第 38 号農林水産事務次官依

命通知。以下「実施要領」という。)の第 6 の 2 の(1)の集落協定又は同(2)の個

別協定(以下「協定」という。)に基づき、5 年以上継続して行われる農業生産活

動等を行う農業者等に対し、中山間地域等直接支払交付金(以下「交付金」とい

う。)を予算の範囲内で交付するために必要な事項を定めるものとする。 

(交付金の額及び交付単価) 

第 2 条 前条の協定に対する交付金の額及び交付単価は、別表に定めるとおりとす

る。 

(交付申請) 

第 3 条 前条で定める交付金の交付を申請しようとする集落協定にあっては集落の

代表者、個別協定にあっては協定の認定を受けた認定農業者等(以下「集落代表

者等」という。)は、交付金の交付を受けようとするときは中山間地域等直接支

払交付金実施要領の運用(平成 12 年 4 月 1 日付け 12 構改Ｂ第 74 号農林水産省構

造改善局長通知。以下「運用」という。)の第 7 の 4 に基づき、協定の認定を受

けなければならない。 

2 交付金を申請しようとする集落代表者等は、中山間地域等直接支払交付金交付申

請書(別記様式第 1 号)を市長が定める期日までに提出しなければならない。 

(交付決定) 

第 4 条 市長は、前条の申請があったときは、その内容を審査し、交付金を交付す

ることが適当であると認めたときは、速やかに交付金交付決定通知書(別記様式

第 2 号)を集落代表者等に送付する。 

2 市長は、前項の交付決定に際しては必要な条件を付することができる。 

(交付決定の変更) 

第 5 条 集落代表者等は、交付金の交付決定後において、協定に記載された内容の

変更が生じた場合は、速やかに交付金変更承認申請書(様式第 3 号)を市長に提出

し、その承認を受けなければならない。 



2 市長は、交付金変更承認申請書について審査し、交付決定の変更をすることが適

当であると認めたときは、交付金変更交付決定通知書(別記様式第 4 号)を集落代

表者等に送付する。 

3 市長は、前項の交付決定に際しては必要な条件を付することができる。 

(協定の中止又は廃止) 

第 6 条 集落代表者等は、協定を中止し、又は廃止しようとするときは、あらかじ

め協定中止・廃止承認申請書(別記様式第 5 号)を市長に提出し、その承認を受け

なければならない。 

2 市長は、前項の協定中止・廃止承認申請書について審査し、協定中止・廃止承認

書(別記様式第 6 号)を集落代表者等に送付する。 

(概算払) 

第 7 条 市長は、必要と認める場合、交付金の全部又は一部を概算払により交付す

ることができる。 

2 市長は、交付金の全部を概算払により交付する場合、実施要領第 6 の 5 の実施状

況の確認を行った上で交付するものとする。 

3 交付金の概算払を希望する集落代表者等は、概算払請求書(別記様式第 7 号)を市

長に提出するものとする。 

(実績報告及び交付額の確定) 

第 8 条 交付金の交付を受けた集落代表者等は、協定で定める活動を終了したとき

は、その終了の日から起算して 30 日を経過した日又は交付金の交付の決定があ

った年度の 3 月 31 日のいずれか早い時期までに、実績報告書(別記様式第 8 号)

を市長に提出しなければならない。 

2 市長は、前項の実績報告書の提出を受けたときは、その内容を審査して交付金の

額を確定し、交付金交付額確定通知書(別記様式第 9 号)を集落代表者等に送付す

る。 

(交付請求) 

第 9 条 前条の規定による通知を受けた集落代表者等は、交付金の交付を受けよう

とするときは、交付金請求書(別記様式第 10 号)を市長に提出するものとする。 

(交付決定の取消し及び返還) 

第 10 条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、交付金の交付決定の全部

又は一部を取り消すことができる。 



 (1)この要綱に違反したとき。 

 (2)交付金の交付に際して付した条件に違反したとき。 

 (3)運用第 9 の 1 の各号のいずれかの措置に該当したとき。 

 (4)運用第 9 の 2 の各号のいずれかの措置に該当し、交付面積が減少していたこと

が判明したとき。ただし、原因となった事象が実施要領第 6 の 5 の実施状況の

確認が行われた後に生じた場合はこの限りではない。 

(5)交付金の使途について、社会通念上、不適切な支出であると市長が判断した

とき。 

(6)市長の定める期日までに第 8 条第 1 項の実績報告書を提出しないとき。 

(7)第 8条第 1項の実績報告において、虚偽の内容を報告したことが判明したとき。 

(8)協定で定めることなしに繰越又は積立をしたとき。 

(9)第 12 条の規定による報告をせず、指示に従わず、若しくは虚偽の報告をし、

又は検査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。 

2 市長は前項の規定により交付金の交付の決定を取り消した場合において、当該取

り消しに係る部分に対する交付金が交付されているときは、当該交付金の交付を

受けた集落代表者等に対し、交付金返還命令書(別記様式第 11 号)により期限を

定めてその返還を命ずるものとする。 

(関係書類の整備及び保存) 

第 11 条 交付金の交付を受けた集落代表者等は、協定で定める活動の実施状況及び

その収支内容を明確にした帳簿その他関係書類を整備し、交付金の交付を受けた

日の属する年度の翌年度から起算して 5 年間保存しておかなければならない。 

(検査等) 

第 12 条 市長は、必要があるときは、集落代表者等に対して報告を求め、又は協定

に定める活動に関して必要な指示をし、交付金の使途及び関係書類等について検

査することができる。 

 （財産の処分の制限） 

第 13 条 集落代表者等は、交付金を使用して取得し、又は効用の増加した財産を市

長の承認を受けないで交付金の交付目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し

付け、担保に供する等の処分をしてはならない。ただし、当該財産の耐用年数に

相当する期間を経過した場合は、この限りではない。 



(その他) 

第 14 条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定める。 

 

  附 則 

１ この要綱は、平成 17 年 10 月 1 日から施行し、平成 17 年度の交付金から適用す

る。 

2 この要綱の施行の日の前日までに、合併前の山口市中山間地域等直接支払交付金

交付要綱(平成 17 年山口市制定)又は徳地町中山間地域等直接支払交付金交付要綱

(平成 17 年徳地町制定)の規定によりなされた手続その他の行為は、それぞれこの

要綱の相当規定によりなされたものとみなす。 

   附 則 

1 この要綱は、平成 22 年 1 月 16 日から施行し、平成 21 年度の交付金から適用す

る。 

2 阿東町の編入の日の前日までに、編入前の阿東町中山間地域等直接支払交付金交

付要綱の規定によりなされた手続その他の行為は、この要綱の相当規定によりなさ

れたものとみなす。 

附 則 

1 この要綱は、平成 23 年 1 月 11 日から施行し、平成 22 年度の交付金から適用す

る。 

   附 則 

1 この要綱は、平成 25 年 12 月 1 日から施行し、平成 25 年度の交付金から適用す

る。 

   附 則 

1 この要綱は、平成 27年 4 月 1 日から施行し、平成 27 年度の交付金から適用する。 

附 則 

1 この要綱は、平成 28年 4 月 1 日から施行し、平成 28 年度の交付金から適用する。 

附 則 

1 この要綱は、平成 31 年 4 月 1 日から施行し、平成 31 年度の交付金から適用す

る。 

附 則 

1 この要綱は、令和 2 年 4 月 1 日から施行し、令和 2 年度の交付金から適用する。



附 則 

1 この要綱は、令和 3 年 4 月 1 日から施行し、令和 3 年度の交付金から適用する。 

 



(別表) 交付金の額及び交付単価（第２条関係） 

交 付 金 の 額 交付(上限)単価(㎡当たり) 

集落代表者等への交付金の額は、協

定に位置付けられている農用地につい

て、ア及びイに掲げる地目及び区分ご

との交付金の交付単価に各々に該当す

る交付金の対象となる農用地面積をそ

れぞれ乗じて得た額の合計額とする。 

なお、交付金の額は円単位とし、少

数第 1 位を切り捨てた整数とする。 

ただし、集落協定にあっては、実施

要領第 6 の 2 の(1)のアの(ｵ)の農業生

産活動等の体制整備として取り組むべ

き事項を実施しない場合、実施要領第 6

の 2 の(2)のイの自作地を対象としてい

る個別協定にあっては、農用地の利用

権の設定等として取り組むべき事項を

実施しない場合には、交付単価は、ア

に掲げる交付単価のそれぞれに 0.8 を

乗じた額とするとともに、イの(ｱ)及び

(ｳ)から(ｵ)までに掲げる加算措置は適

用しないものとする。 

また、イにおいて、同一農用地を対

象として複数の加算の交付を受ける協

定については、加算を適用する順序を

決定するとともに、同一農用地に最初

に適用される加算以外の加算につい

て、交付単価は、イに掲げる表中の交

付単価に 1 円を減じた額とする。 

ア 傾斜農用地等(実施要領第 6 の 3 の(2)

のアによるもの) 

地 目 区 分 交付単価 

田 

急傾斜 21 円 

緩傾斜 8 円 

畑 

急傾斜 11.5 円 

緩傾斜 3.5 円 

草 地 

急傾斜 10.5 円 

緩傾斜 3 円 

草地比率の高い草地 1.5 円 

採草放牧地 

急傾斜 1 円 

緩傾斜 0.3 円 

 

イ 加算措置(実施要領第 6 の 3 の(2)のイ

によるもの) 

(ｱ)棚田地域振興活動加算 

地  目 交付単価 

田 10 円 

畑 10 円 

注１：棚田地域振興活動加算の交付を受

ける農用地については、同一農用

地を対象として超急傾斜農地保

全管理加算、集落機能強化加算及

び生産性向上加算のいずれの加

算についても交付を行わないも



のとする。 

 (ｲ)超急傾斜農地保全管理加算 

地  目 交付単価 

田 6 円 

畑 6 円 

注 1：超急傾斜農地保全管理加算の交付

を受ける農用地については、同一

農用地を対象として棚田地域振

興活動加算の交付を行わないも

のとする。 

(ｳ)集落協定広域化加算 

地  目 交付単価 

田 3 円 

畑 3 円 

草 地 3 円 

採草放牧地 3 円 

注 1：1 協定当たりの加算額は、200 万

円/年を限度とする。 

(ｴ)集落機能強化加算 

地  目 交付単価 

田 3 円 

畑 3 円 

草 地 3 円 

採草放牧地 3 円 

注 1：1 協定当たりの加算額は、200 万

円/年を限度とする。 

注 2：集落機能強化加算の交付を受ける

農用地については、同一農用地を



対象として棚田地域振興活動加

算の交付を行わないものとする。 

(ｵ)生産性向上加算 

地  目 単  価 

田 3 円 

畑 3 円 

草 地 3 円 

採草放牧地 3 円 

注 1：1 協定当たりの加算額は、200 万

円/年を限度とする。 

注 2：生産性向上加算の交付を受ける農

用地については、同一農用地を対

象として棚田地域振興活動加算

の交付を行わないものとする。 



 

別記様式第 1 号(第 3 条関係)                    

 

第     号  

令和  年  月  日  

 

 

 山口市長        様 

 

 

所 在 地           

協 定 名           

                        代表者氏名        (※) 

                      （※）法人の場合は、記名押印してください。 

法人以外でも、本人（代表者）が手書きしない 

場合は、記名押印してください。 

 

令和  年度山口市中山間地域等直接支払交付金交付申請書 

 

 山口市中山間地域等直接支払交付金の交付を受けたいので、山口市中山間地域等直接支

払交付金交付要綱第 3 条第 2 項の規定に基づき、下記のとおり金         円の

交付を申請します。 

 

 

記 

 

１ 協定の目的 

 生産条件が不利な中山間地域等において、荒廃農地の発生を防止し、将来にわたって

持続可能な農業生産活動等を継続的に実施することにより農業・農村の有する多面的機

能の維持・促進を図る。 



2 交付金の対象となる農用地面積等 

団地名 
面 積 

（㎡） 
地 目 区 分 

交付単価 

（円/㎡） 

交付額

（円） 
備 考 

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

合 計          

※地目は、田、畑、草地又は採草牧草地のいずれかを記載すること。 

※区分は、急傾斜、緩傾斜又は草地比率の高い草地のいずれかを記載すること。 

※交付単価は１㎡当たりの単価とし、加算措置の交付単価を加えた金額を記載すること。 

 ただし、交付単価に円未満の端数がある場合は、加算措置と行を分けて記載すること。 

※交付額は、団地毎に地目別・区分別に算定し、円未満切捨てとすること。 

※加算措置に取り組む場合は、備考欄に加算措置の種類を記載すること。 



3 協定参加者数 

区　分

交
付
農
用
地
を
持
つ
農
業
者

交
付
農
用
地
を
持
た
な
い
農
業
者

非
農
業
者

年
齢
区
分
別
計

う
ち
女
性

う
ち
協
定
役
員

農
地
所
有
適
格
法
人

特
定
農
業
法
人

そ
の

他

法

人
 

（

N
P

O

法

人
、

公

益

法
人

等
）

機
械
・
施
設
共
同
利
用
組
織

農
作
業
受
委
託
組
織

栽
培
協
定
※

土
地
改
良
区

水
利
組
合

そ
の
他
の
組
織

合　計

39歳以下

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80歳以上

※栽培協定：作物等の生産過程における農作業等の基本
　事項に関する協定等に基づき組織的な生産を行う団体

分

類

協
定
参
加
者
総
計

個　人 法　人 その他団体

 

※集落協定書の構成員一覧を集計した人数を記載すること。 

※個人は、分類別・年齢区分別に協定参加者の人数（単位：人）を記載すること。 

※法人その他団体は、分類別に協定に参加する組織数を合計欄へ記載すること。 

 



別記様式第 2 号（第 4 条関係） 

 

指令  第     号  

令和  年  月  日  

 

 

 所 在 地 

 協 定 名 

代表者氏名 

 

 

山口市長        印  

 

 

令和  年度山口市中山間地域等直接支払交付金交付決定通知書 

 

 令和  年  月  日付けで申請のあった山口市中山間地域等直接支払交付金(以下

「交付金」という。)については、下記のとおり交付することに決定したので、山口市中山

間地域等直接支払交付金交付要綱(以下「交付要綱」という。)第 4 条の規定により通知す

る。 

 

記 

 

 1 交付金の交付決定額は、金         円とする。 

 

 2 交付決定を受けた集落代表者等は、上記交付要綱に基づき以後の必要な手続を市長の

定める期日までに行うこと。 

 

 3 協定内容に変更が生じた場合は、必要な手続を速やかに行うこと。 

  

 4 会計経理を適正に行うとともに、交付を受けた日が属する年度の翌年度から起算して

5 年間経理書類を保存すること。 

 

 5  交付金に関する調査、アンケート等に協力すること。 

 

 6  交付金に関する説明会にできるだけ出席すること。 

 

 

 

 



別記様式第 3 号(第 5 条関係)                    

 

第     号  

令和  年  月  日  

 

 

 山口市長        様 

 

 

所 在 地           

協 定 名           

代表者氏名        (※) 

                      （※）法人の場合は、記名押印してください。 

法人以外でも、本人（代表者）が手書きしない 

場合は、記名押印してください。 

 

 

令和  年度山口市中山間地域等直接支払交付金変更承認申請書 

 

 令和  年  月  日付け指令  第   号で交付決定通知のあった山口市中山間

地域等直接支払交付金について、下記のとおり変更したいので、山口市中山間地域等直接

支払交付金交付要綱第 5 条第 1 項の規定により申請します。 

 

 

記 

 

 1 変更理由 

 

 

 

 

 2 変更内容 

   注 ：記載事項については、別記様式第 1 号の下記 2 以降に準ずる。 

      変更後の内容を容易に比較対照できるように作成するものとし、 

変更前を括弧書き(下段)で記載すること。 

 



別記様式第 4 号(第 5 条関係) 

 

指令  第     号  

令和  年  月  日  

 

 

 所 在 地 

 協 定 名 

代表者氏名 

 

 

山口市長        印  

 

 

令和  年度山口市中山間地域等直接支払交付金変更交付決定通知書 

 

 令和  年  月  日付け指令  第   号で交付決定した山口市中山間地域等直

接支払交付金(以下「交付金」という。)については、下記のとおり変更交付することに決

定したので、山口市中山間地域等直接支払交付金交付要綱第 5 条第 2 項の規定により通知

する。 

 

 

記 

 

1 変更交付決定額  金         円 

 

2 既 交 付 決 定 額  金         円 

 

3 条件 

  令和  年  月  日付け指令  第   号で通知した交付金の交付の決定に付

した条件に同じ。 

 



別記様式第 5 号(第 6 条関係)                 

 

第     号  

令和  年  月  日  

 

 

 山口市長        様 

 

 

所 在 地           

協 定 名           

代表者氏名        (※) 

                      （※）法人の場合は、記名押印してください。 

法人以外でも、本人（代表者）が手書きしない 

場合は、記名押印してください。 

  

 

令和  年度山口市中山間地域等直接支払交付金協定中止・廃止承認申請書 

 

 令和  年  月  日付け指令  第   号で交付決定通知のあった山口市中山間

地域等直接支払交付金について、下記のとおり協定を中止・廃止したいので、山口市中山

間地域等直接支払交付金交付要綱第 6 条第 1 項の規定により提出します。 

 

 

記 

 

 

1 協定の中止・廃止の理由 

 

 

 

 

2 協定の中止・廃止の時期 

 



別記様式第 6 号(第 6 条関係) 

 

第     号  

令和  年  月  日  

 

 

 所 在 地 

 協 定 名 

代表者氏名          様 

 

 

山口市長          印  

 

 

令和  年度山口市中山間地域等直接支払交付金協定中止・廃止承認書 

 

 令和  年  月  日付け  第   号で承認申請のあった山口市中山間地域等直

接支払交付金について、山口市中山間地域等直接支払交付金交付要綱第 6 条第 2 項の規定

により協定の中止・廃止を承認します。 

 



別記様式第 7 号(第 7 条関係)                  

 

第     号  

令和  年  月  日  

 

 

 山口市長        様 

 

 

所 在 地           

協 定 名           

代表者氏名        (※) 

                      （※）法人の場合は、記名押印してください。 

法人以外でも、本人（代表者）が手書きしない 

場合は、記名押印してください。 

 

 

令和  年度山口市中山間地域等直接支払交付金概算払請求書 

 

 令和  年  月  日付け指令  第   号で交付決定のあった山口市中山間地域

等直接支払交付金について、山口市中山間地域等直接支払交付金交付要綱第 7 条第 3 項の

規定に基づき、下記のとおり金       円を概算払により交付されたく請求します。 

 なお、交付決定に際して付された交付条件については、異存ありません。 

 

 

記 

（単位：円） 

交 付 金 

交 付 決 定 額 
既 受 領 額 今 回 請 求 額 残 額 

    

 

 

振込先口座番号 

金融機関名・支店名 預金種類 口座番号 名義人(ふりがな) 

 
普通・当座 

・（   ） 
  

 



別記様式第 8 号(第 8 条関係)                    

 

第     号  

令和  年  月  日  

 

 

 山口市長          様 

 

 

所 在 地           

協 定 名           

代表者氏名        (※) 

                      （※）法人の場合は、記名押印してください。 

法人以外でも、本人（代表者）が手書きしない 

場合は、記名押印してください。 

       

 

令和  年度山口市中山間地域等直接支払交付金実績報告書 

 

 令和  年  月  日付け指令  第   号で交付決定通知(及び令和  年 

月  日付け指令  第   号で変更通知)のあった山口市中山間地域等直接支払

交付金       円については、山口市中山間地域等直接支払交付金交付要綱第 8 条

第 1 項の規定により、下記のとおり報告します。 

 

 

記 

 

(添付書類)令和  年度中山間地域等直接支払交付金使用実績総括表等 

 



別記様式第 9 号(第 8 条関係) 

 

第     号  

令和  年  月  日  

 

 

 所 在 地 

 協 定 名 

代表者氏名          様 

 

 

山口市長          印  

 

 

令和  年度山口市中山間地域等直接支払交付金交付額確定通知書 

 

 令和  年  月  日付け  第   号で提出のあった山口市中山間地域等直接支

払交付金実績報告書に基づき、交付金の額を下記のとおり確定したので、山口市中山間地

域等直接支払交付金交付要綱第 8 条第 2 項の規定により通知します。 

 

 

記 

 

   交付金確定額  金         円 

 



別記様式第 10 号(第 9 条関係)                   

 

第     号  

令和  年  月  日  

 

 

 山口市長          様 

 

 

所 在 地           

協 定 名           

代表者氏名        (※) 

                      （※）法人の場合は、記名押印してください。 

法人以外でも、本人（代表者）が手書きしない 

場合は、記名押印してください。 

        

 

令和  年度山口市中山間地域等直接支払交付金請求書 

 

 令和  年  月  日付け  第   号で確定通知のあった山口市中山間地域等直

接支払交付金について、山口市中山間地域等直接支払交付金交付要綱第 9 条の規定に基づ

き、下記のとおり交付されたく請求します。 

 

 

記 

 

（単位：円） 

交 付 金 交 付 確 定 額 既 受 領 額 今 回 請 求 額 

   

 

振込先口座番号 

金融機関名・支店名 預金種類 口座番号 名義人(ふりがな) 

 
普通・当座 

・（   ） 
  

 

 



別記様式第 11 号(第 10 条関係) 

 

第     号  

令和  年  月  日  

 

 

 所 在 地 

 協 定 名 

代表者氏名          様 

 

 

山口市長          印  

 

 

山口市中山間地域等直接支払交付金返還命令書 

 

 令和  年  月  日付け指令  第  号で交付決定(及び令和  年  月  

日付け指令  第  号で変更通知)した令和  年度山口市中山間地域等直接支払交付

金について、その全部（一部）を取り消したので、山口市中山間地域等直接支払交付金交

付要綱第 10 条第 2 項の規定により下記のとおり返還を命じます。 

 

 

記 

 

1 返還金額  金         円 

 

2 返還理由 

山口市中山間地域等直接支払交付金交付要綱第 10 条第１項第  号に該当するため。

（                                    ） 

※上記（）内に具体的に記載すること。 

 

3 返還期日  令和  年  月  日 

 

4  返還方法  別添納入通知書により指定の金融機関等でお支払いください。 

 


